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個人問所得分配の不平等
嶋村　紘　輝
I　は　　じ　め　に
　本稿の主要な目的は，個人閻所得分配の不平等をひきおこす要因・メカニズ
ムを究明することにある。
　そのため，まず次節では，わが国の所得統計データを基礎にして，所得の個
人間分配には典型的に，いかなる特性が見出せるかを検討す孔この分析の結
果，相対度数密度による所得分布曲線は，上方の裾野が長い正の歪みをもつ釣
鐘型になることを示す。つまり，個人間所得分配の状況は，上位層がパレート
分布で近似される対数正規分布型をとる点が確認される。
　個人間所得分配の現状を概観した後，所得の個人間分配に見られる統計的特
性ならびに所得不平等が，いかにして発生するかを理論的に解明することを試
みる。すなわち，第皿，v節において，各種の個人間所得分配理論はどのよう
な要因・メカニズムによって所得分配を説明しようとするかを整理かつ展望す
る。この目的のため，主に稼得所得の分配を対象とする個人間分配の諸理論を
便宜的に，確率的理論，人的資本理論，制度的理論，多元要素理論の4っに犬
別し，代表的放モデルにもとづきながら，それぞれの理論がどのような要因に
よって所得分配の不平等を明らかにするかを浮彫りにする。
　そして最後の節で，分配の公正化を積極的に計るためには，いかなる政策措
置を必要とするかに言及する。
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1I　個人間所得分配の特徴
　本節においては，現実に所得は人びとの間にどのように分配されているのか，
そLて，個人間分配のパター1■にはいかなる特性が観察されるかを統計的に探
ることにする。
　まず，わが国における個人聞所得分配の実態を統計データにもとづき把握す
るため，総理府が全国の非農家世帯（単身著世帯，外国人世帯等を除く）を対
象に行なうr家計調査』とr貯蓄動向調査報告』の結果を利用する。ω第1表
には，昭和53年について，各年間所得階層に属する調査対象世帯の数，および
各所得階層の世帯と全調査世帯の平均収入を採録した。公武の所得統計調査で
は，個票データをそのまま発表することはなく，所得規模にしたがって区分・
整理したものが報告されてい孔したがって，この表より，標本の家計が各所
得階層にいかに分布しているかを見ることができる。さらに，表の所得階層区
分の級間隔は均等でないから，家計の階層間分布を明確にする目的で，各所得
階層に属する世帯数の相対度数を求め，これを相対度数密度にたおし曲線で示
せば，家計間所得のr相対度数分布」曲線が得られる。昭和53年におげる所得
分布は第1図のような曲線で描け，家計調査と貯蓄動向調査の2つのデータか
ら導かれた稽対度数分布は，後老の方が上位に偏りを示してはいるが酷似した
形状をとることがわかる。
　第1表と第1図を基礎にして，所得の個人間分配にかんするある程度普遍的
な特性を指摘しうる。第1に，どちらの調査報告においても，所得階級の最上
層（昭和53年の家計調査では年間所得600万円以上，貯蓄動向調査では1，000
万円以上）の上隈，および最下層（ともに年問所得100万円未満）におげる負
の所得の下隈は与えられていないが，最高の家計所得水準と最低のそれとの聞
（1）　目本の所得分配データの種類，内蓉については，たとえば，経済企画庁〔26〕や溝
　口〔36，37〕が参考にたる（なお，〔〕の申の数字は参考文献番号を示す）。
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第1表　わが国の家計間の所得分配（全世帯）
　　　4工
鰯和53年
　　　　　　　　　家計調査　　貯蓄動向調査所得階層区分　 　 　　　　 　　　　　　　j」．．．
　　　　　　該当世帯数（鍵率）1年間平均収入1該当世帯数（鍵率）1年間平均収入
　　　（朋）　　（蹄）　　（千円）　　（世帯）1　（千円）
　　一　　　　　　　　　　　　　　168　　　　　　　　　　773　　　　　　　　　　　102　　　　　　　　　　　779
　100一　　　　　　　　　　　　　　　ユ34　　　　　　　　　　1．087　　　　　　　　　　　　136　　■　　　　　　　1．070
　120－　　　　　　　　　　　　　　　　195　　　　　　　　　　1．271　　　　　　　　　　　　229　　　　　　　　　　　1．264
140－　　　259，　1・497　　223　　1・5．0王601　　　2671　ユ・687　　207　　ユ・692180■　　　397！　1・877　　332　　1・879
　200－　　　　　　　　　　　　　1・017　　1　　　　　　　2・177　　　　　　　　　　　890　　　　　　　　　2・ユ83、。。一　　　1　岬。　1，。。。　洲。2、。一　　1：：：：　ら9、、　、、、。　ム、、、
：：：二　　1’ll；　1：1；：　ユ’ll；　：：；ll
ll1二　：1：j　lllll　l：：　1：ll1
　500－　　　　　　　　　　　　　　　466　　　　　　　　　　5・209　　　　　　　　　　　　507　　　　　　　　　　5・207
　550－　　　　　　　　　　　　　　322　　　　　　　　　5．703　　　　　　　　　　　391　　　　　　　　　5，720
合計（平均）！ 10．000　　　　　　　　　3，742 10．000　　　　　　　　　3，932
資料出所：総理府統計局『家…十調査隼報』およぴ『貯蓄動向調査載告』（畷和53隼）
には犬きな格差があるものといえる。現に，ごく少数の億万長老が存在する一
方で，年間所得がユ00万円未満の家計も1～2劣存在する。また，貯蓄動向調
査の最高所得階層と最低所得階層の年間平均蚊入は，それぞれ1，429万円と78
万円であり，前者は後者の約18．3倍の大きさになってい乱
　第2に，多くの家計は中位所得の階層近くに集中している。昭和53年の謁査
ではともに，中位所得は32C－360万円の階層に属するが，全家計のおよそ3分
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第1図　家計閥所得の相対度数分布（昭和53年）
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　資料出所：繁1表のデータより作成
の2が，その近辺の200万門から500万円の所得階層に含まれる。さらに，所得
分布のピークは24〔ト280万円の所得階層にあり，平均所得（それぞれ，374万
円と393万円）よりかたり低い。つまり，平均所得は分布のモードやメディア
ソよりも右側に位置し，一部の高所得層が平均所得水準を引き上げるように作
用しているわげである。それゆえ，第1剛こおける所得分布のバターンは，正
の歪みをもつ釣鐘型になっていることが確認できる。図ではっきりと表現しえ
ないが，実際の所得分布曲線は，最高所得者の水準まで続く・長い上位の裾野
をもった形状を示すはずである。
　以上のような個人問所得分配の特性は，他の年次についてもおおよそ妥当す
る。ちなみに昭和45年について，昭和53年の場合と同じく，家計調査と貯蓄動
向調査にもとづき家計間所得の相対度数分布を求めると，第2図の如くに。なる。
また，他の先進経済諸副こついても同様な特性が抽出されることは，よく知ら
れているとおりである。｛到したがって，個人間所得分配の状況は典型的には，
上位裾野の長い，正の歪みをもつ釣鐘型の分布を呈するものとみたすことがで
きよう。
　それでは，かかる典型的な所得分配のバターソは・どのような統計的分布関
（。）たとえぱ，A・・i・…／5〕，・h・p・・2，4；Ch・mp・m・w・・／17〕・・h…3；L・da11
　　〔28〕，chap・3等に示されている。
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第2図　家計閥所得の相対度数分布（昭和45牢）
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資料出所：総理府統計局『家計調査年報』および『貯蓄動向調査報告』（昭和45年）
数によって表現しうるのであろうか。この間題に対しH．Lydal1は，男子常
勤雇用者の貨幣賃金・俸給からなる税引前所得について，各国の膨大な統計デ
ータを綿密に検討し，つぎのような趣旨の結論を下している。幅〕すなわち，お
そらく所得階層の下位10劣から上位20％までの，所得分布の中心的な部分は
r対数正規分布」ωに近似する。しかし，所得分布の上位裾野，すくなくとも
全分布の上位20％については，むしろrバレート分布」帽］がよくフイヅトする
ことを見出したのである。以上の特性を有する所得分布の型は，Lydallによ
り「標準分布」と呼ぼれている。
　　　　　　　　皿　個人間所得分配の決定要因〔1〕
前節では，個人間所得分配の状況は標準的に，所得の上位層はパレート分布
がフィットする対数正規分布型によって近似されることを述べた。そこで，次
の課題は，なぜこのような特徴を示す所得分配が生じるかを明らかにすること
（3）　LydaIl〔28〕，pp．66＿67、
（4）対数正規分布とは，変数の対数値が正規分布にしたがう分布をさす。つまり，Xを
　正の変数とし，γ＝10gXが正規分布をとれば，Xは対数正規分布にしたがうと言わ
　れる。
（5）γをある所得水準，Wをyに等しいかもしくはそれ以上の所得を得る人びとの溝
　成比，λとαをバラメーターとすれぱ，w＝λ「血の関係で表わされる分布をパレ
　ート分布と言う。
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必にある。つ重り，いかなる社会的，経済的な要因・メカニズムにより，個人問
の所得分配の特性ないし所得不平等が生み出されてくるかが理論的に説明され
ねばならない。事実，所得分配を決定する要因の解明は，最近におげる所得分
配論の主要課題の1つであり，数多くの理論が提唱されている。崎1
　以下では，労働所得が国民所得分配の最犬の構成項目で，分配を大きく左右
する項目であることから，ω主に労働所得あるいは稼得所得（eamingS）の分
配を説明する個人聞所得分配の諸理論に注目したい。そして，これらを便宜的
に確率的理論，人的資本理論，制度的理論，多元要素理論の4つのグループに
分類L，それぞれの理論が所得分配の決定要因としてどのような要素を重視す
るかを明確にする。なお，はじめの2つの理論を本節で扱い，残りの2つは節
を改めて取り上げることにする。
　1．確率的理論
　所得分配にかんする確率的理論（stochastic　theory）においては，ランダ
ム効果が所得不平等を説明する主たる要因であるとみる。すなわち，無数の確
率要因がある確率法則にしたカミって所得の変動に影響を及ぼす結果，初期の分
布型のいかんにかかわらず，究極的に所得分配のパターンは対数正規分布やバ
レート分布に近似されることを，統計理論的に示そうとする研究がこれにあた
る。
　確率的理論の基本的な構造は，簡単に，第彦期における所得の対数値ηは
前期のそれY。一。に確率要因吻を加えた水準になるという1階マルコフ連鎖，
　　　γ一＝γ岳＿王十物
で表現できる。ここで，物は系列的に，またγ。一。とも独立と仮定される。初
（6）個人間所得分配理論の包括的恋展望は，青木〔3〕，第3，4章；Atki皿son〔5〕，
　chap乱5，6；Lydau〔29〕，Sahota〔仏〕によってなされている。さらに，都分的では
　あるが，Blinder〔10〕，chap．1；Mincer〔33〕，村上〔39〕，橘木〔49〕も参考になる。
（7）ちなみに，『国民経済計算年報』（昭和55年版）によると，雇用老所得と個人企業所
　得の禺民所得分配に占める構成比は，それぞれ66．1劣，18．5％にたっている。
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期時点におげる所得の対数値をγ・とすれば，上式はrジブラの法則」ないし
は「比例的効果の法則」，
　　　　　　　　丘　　　γ工＝γ。十Σ脇
　　　　　　　t昌1
を示す。それゆえ，まが大きくなるにつれてLの重要性は低下し，確率要因
の効果が支配的になるから，r中心極隈定理」にもとづき，Kの極限分布ぱ正
規分布に近似する。すなわち，
　　　乃～w（μ，σ2彦）
が成立する。このことは，所得分布はま→。・につれ対数正規分布に収東するこ
とを意味する。
　ただし，この確率遇程モデルでは，ある期の所得はそれまでのすべての期間
におげる独立的な確率要因の和として表わされるため，対数化された所得γ・
の分散は確率要因吻（ク≡1，2，…，玄）の分散の和（σ2ま）になる。したがって，所
得の分散は蒔間の経遇とともに徐々に増大していくことが意味される。ところ
が，実際の所得データからすると，分散で計測された所得分配の不平等が時間
を通じたえず拡大するという現象は一般に観察しえない。
　かかる間題点を解決するため，Kalecki〔25〕は，確率要因物は所得水準
乃一・と負の相関関係にあるという仮定，換言すれば，所得は平均値にむけて
回帰する傾向があるという仮定を置き，所得の対数分散は長期的に一定の範囲
内におさまることを示した。しかしながら，この仮定は極めてアド・ホヅクで
経済的に正当化しにくいものと考えられる。これに対し，Rutherford〔43〕は，
世代の新旧交替の要素を考慮に入れて，所得分配の安定性を説明する。各世代
集団の内部では，所得の対数分散で測った不平等度は年齢の上昇につれ大きく
なる。だが，大きな分散を有する世代は毎期死滅していく一方では，分散の小
さい新世代が加わるため，経済全体については，所得の対数分散は時間を通じ
一定にとどまることが言える。さらに，各控代集団の所得分布を集計した全世
代の所得分布ぱ，現実的な正の歪みをもつ対数正規分布型に類似することも示
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した。
　また，Champernowne〔16〕は確率過程モデルにもとづき，バレート分布
型の所得分布が形成されることを明らかにした。特に，各所得階層は幾何級数
的に拡大する範囲で区分され，かつ所得階層間を人びとが推移する確率は，所
得の絶対水準ではなく階層の差にのみ依存すること等を仮定すると，極限では，
各所得階層の相対穣成比はバレート分布にしたがうのである。さらに，Man－
de1brot〔31〕は，確率変数の比例的効果による所得の変動を想定せず，加法
的確率遇程を用いてパレート分布の生成を説明した。
　これまでの議論では，ランダム効果が時系列的に作用するものとみなしてき
たが，多数のランダム効果が同一時点で作用する場合に確率過程を適用するこ
ともできる。たとえばRoy〔42〕によると，労働者の稼得所得は生産量に比例
し，その生産量は速度，正確さ，教育，健康，労働時問など多数の能力因子の
相乗作用を受ける。これらの要因がそれぞれ正規分布をとる確率変数ならぱ，
たとえ互いに相関していても変動係数がほぽ等しいかぎり，稼得所得は対数正
規分布で近似される。
　以上で概説した確率的理論については，分配論の視点からすると欠陥がある。
確率的要因が所得形成に作用する構成因子であることは確かであろうが，r確
率的理論は，所得の規模別分布の一般的な型を説明するためのもので，特定の
個人の稼得所得をなんら説明するものではない」。1副そして，所得分配の決定要
因は確率遇程にあるとみなすため，どのような杜会的，経済的なメカニズムに
よって所得分布が生じるかを説明できないし，いかなる識別可能な要因が分配
を決めるかの手掛りを与えることもできない。したがって，確率的理論によっ
ては，所得分配に影響を及ぼす実質的な要因を把握Lえず，所得不平等を是正
するための政策に対する指針も得られないのである。Blinderの言葉を借りれ
（8）　Lydan　〔30＝・p・236・
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ぱ，r確率的メカニズムを所得不平等の唯一の決定因と仮定することは，始め
る前からあぎらめてし重うことに等しい」｛釧とも言えよう。
　2．人的賓本理議i
　確率的理論においては，所得分配は無数の識別不可能なランダム効果の作用
によって決定されるとするのに対し，MincerやBeckerらの人的資本理論
（human　capita1theory）では，学校教育や卒業後の職業上の訓練（on－the－
job　training）に対する投資が所得分配を決定する要因であるとみなす。ωす
なわち，学校教育や職業訓練ば人間の生産能力を向上させるための投資であり，
それにより個人の所得稼得カが高められる。したがって，人的資本に対する教
育・訓練投資の差異により個人間所得分配は説明されると考えるのである。
　この場合，どれだけ教育や職業訓練へ投資するかは，個人の合理的選択の緒
果として決められる。たとえぼ大学教育への投資を例にとれば，その投資費用
には，授業料その他学業に直接的にかかる費用，通学費，下宿代だけではなく，
仮に就職したならば，在学期閲中に得ることができたであろうr放棄所得」が
含まれる。これに対し，大学教育の投資収益は，高卒老のそれに比した将来稼
得所得の上昇分である。かかる状況に直面する個人は，それぞれについて，生
涯にわたる所得の流れの割引現在価値を推定し，これにもとづき教育投資の期
閻を選択するとされる。人的投資による生産能力向上の効果を考慮に入れれば，
教育期間の長い個人ほど，また長い訓練を要する職業にある個人ほど，高い水
準の稼得所得を得ることになるし，人的投資の収益率が高けれぱ高いほど，人
的投資のない人に比べ投資を行なった人は高所得を受ける結果になろう。また，
学歴の程度が高く抵り均等化するにつれて，所得水準は向上L，分配は平等化
するという命題がえられる。
　個人の投資行動が個人間所得分配の不平等を説明するという以上の論点は，
（g）　Blinder　〔10〕，p．7。
⑩　人的資本理論の展望について1主，Mincer〔33〕・Blaug〔9〕等を参照。
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Mincerの素朴型r学校教育モデル」を用いて明らかにできる。ωそのため，
次のような仮定をおく。第1に，労働市場は競争的で完全な形で機能しており，
個人は自由に職業の選択ができる。第2に，すべての人が均等な機会を有する。
すなわち，生得能力，家庭環境，資金調達力，教育機関の受入れ可能性におい
て不均等はないとする。さらに簡単化の仮定として，すべての人びとの活動期
間（教育期間十労働期聞）は同一で，教育訓練の廷長は労働期問の短縮を意味
するが，放棄所得以外の教育費用は無視する。また，就業後の職業訓練はなく，
個人の稼得所得は生涯に渡り毎期一定とする。以上の状況のもとでは，それぞ
れ8期間と砂期間の教育訓練を選択する各個人の，稼得所得の割引現在価値は
等しくなるから，両者の年間所得Kとγ田の比率は，連続的な割引計算を用
いた場合には，
　　　r岳　8一㈹一θ一閉
　　　γ佃一3一”一θ一閉
で表わせる。胸ここで，グは市場割引率ないし投資の内都収益率で，〃は活動
期聞の長さを示す。もし弼が十分に大きく，かつ砂＝0とすれば，上式は，
　　　γド2㈹篶　　または　lnγFInL＋7∫　　　　　　　　　　　（1）
になる。したがって，稼得所得の相対差は，教育訓練の期間が長けれぱ長いほ
ど，そして教育投資の収益率が高ければ高いほど大きくなることが主張される。
また，教育訓練期間sが正規分布をとるならば，稼得所得γ岳の分布は対数正
規分布型になろうし，教育期間と教育投資の収益率との聞に正の相関があると
すれば，所得分配の型は対数正規分布よりも正の歪みをもつ型を示すはずであ
る。
α］）　Mincer　〔32，33，34〕
⑫　sと州こ関する割引現在価値は
トベ州一与（ル州）
となる。それゆえ，K＝篶から上述したK／γ価の値が求められる。
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　前記のモデルでは，就業前の公式訓練としての学校教育のみを取り上げたが，
卒業後におげる職業上の訓練投資が稼得所得の水準に影響を与える側面も考慮
に入れる必要があろう。Becker〔6〕は職業訓練の可能性をモデルに敢り入れ，
人的資本の減耗を無視する場合には，個人の第ゴ期間における純稼得所得易
は，
　　　　　　　　　　　j－1　　　亙戸γゴーQ＝γ。十Σれα一Cゴ　　　　　　　　　　（2）
　　　　　　　　　　　㌍0
として表現されることを示す。ここで，γゴは粗稼得所得（ないし能力），Cj
は今期の純投資費用，γ。は卒業後の織場訓練のない当初の稼得能力，れはま
期の投資収益率（ただし，個人，期聞，投資の種類により異なる値をとる）を
意味する。なお，（2）式において，投資は放棄所得に等Lく（Cドγ止），各期の
稼得所得と投資収益率はそれぞれγ。とグの水準で一定とすれぼ，y岳＝γ。十
　｛クΣγ・＝（1＋7∫）Lとなり，離散的な割引計算を用いた場合の（1）式に近似す
丘＝ユ
る。それゆえ，Beckerの公式はMincerの公式（1）を特殊ヶ一スとして含む一
般的な稼得関数といえる。
　さて，Beckerの稼得関数（2）から，個人閻の所得分配は投資収益率れの分
布，投資費用C‡の分布，恋らびに両者の相関関係に依存することがわかる。
そして，たとえれとClが対称的で無相関だとしても，これらの積である稼
得所得の分布は，前項の議論によって正の歪みを有するであろう。れとC岳が
相関関係を示せば，正の歪みはなおさら強くなる。したがって，所得に占める
人的資本の累積都分が大きいほど，稼得所得の分布は正の歪みをもつ傾向にあ
る。このことは，分布の歪みは未熟練労働者よりも熟練労働者に，また若年層
よりも高年層において大きくなることを示唆する。㈱
　これまでの説明によって，個人の稼得所得は人的投資量に依存することは理
解できたが，はたLて稼得所得と人的投資量との間には強い相関関係が存在す
⑬　以上の解釈については，M言ncer〔33〕，pp．9－10を参照。
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るのであろうか。この閲題に答えるため，Beckerの人的投資にかんする需要・
供給分析を用いて，人びとの能力や機会の差異がいかに個人の人的投資量と収
益率に反映するか，それゆえ所得分配の不平等に影響を及ぽすかを明らかにし
よう。ω
　Beckerによると，個人の人的投資の最適量は，需要関数と供給関数の2つ
の構造方程式を解くことから求められる。まず，需要関数は個人の人的投資量
をその隈界蚊益率に関連づける。個人の能力，時間には限界があるから投資収
益は逓減するため，需要曲線⑪は第3図のように右下がりになる。また，能力
の高い個人ほど同一の投資量に対する収益は大きくなるから，高位置にある需
要曲線はより高い能力をもつ個人のそれを示す。一方・供絵関数は個人の人的
投資にとって利用可能な資金量とその限界利子費用を関違づける。特定の個人
については，人的投資量が大きくなるにつれ投資の利子費用は高まるから，供
　　　　　　　　　　第3図　能力・機会の差異と人的投資量
　　　　　　　隈界収益率
　　　　　　　限界利子率
S。
S。
H S3
A　　　　F 　　　　　D宣G
D。
D。
　　　　　　　○　　　　　　　　　　　　　　　　人的投資量
⑭B・・k・・の綴・供給分析は1・〕で最初に提唱されたが・／6〕の第・版・cha・・3
　でも展開されている。童た，Atkinson〔5〕，chap・5；Mincer〔33〕・青木〔3〕・第3
　章の解説は’参考になる。
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給曲線（S）は右上がりの形状をとる。また教育資金の調達面における機会の差異
は供給曲線の位置に反映される。富裕な家庭の子弟については貧困な家庭に比
較しよりよい条件で金融できるので，供給曲線は下方に位置することになる。
そして，各個人にとって最適な人的投資量は，投資の純収益が最大になる需要
曲線と供給曲線の交点で選択され，これに応じ投資収益率も確定する。
　したがって，Chiswick〔15〕の主張するように，個人の能力と金融機会との
間に正の相関関係が存在するならば，観察されるバターンは第3図のA，F，J
で示される。富裕で能力の高い人がより長期間の教育訓練に投資する結果にな
り，稼得所得の水準もそれだげ大きくなる。反対に，両者の間に負の相関があ
れぱ，図のH，F，Cが観察されよう。この場合には，人的投資量の個人問格差
は小さく，貧困で能力のある人が高い投資収益を実現できるため，分配の平等
化がみられる。また，教育水準が高重るにつれ教育の収益率は低下する傾向に
あることが実証研究で見出されているが，㈲これは以上の分析では，個人の能
力差よりも人的投資における機会の不平等が重要な役割を果たす場合として説
明できる。仮に，すべての個人が同一の能力を有するとすれば，各個人は同じ
需要曲線に直面し，その人的投資量と収益率は機会の差異に応じて決まる。つ
まり，第3図では，たとえぼE，F，Gのような観察がなされるから，個人の
投資量の上昇と共に稼得所得は増加するが，投資収益率は低下することになろ
う。最後に，各人が均等な機会をもつときには，人的資本の投資量は個人の能
力格差によって決まり，図のB，F，Iのような形で観察されよう。能力の高い
人ほど投資量は多く，収益率も所得水準も高くなる。
　以上，人的資本理論が強調するとおり，学校教育や職業上の訓練の相違が所
得不平等を説明する重要な要困であることは一般に認識されている。とくに人
的資本アプローチは，経済理論的に稼得関数を導出し，個人の所得が教育や訓
⑮　たとえば，Han㏄k〔21〕，貝塚他〔24〕，Psacharopoulos〔40〕を参照。
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練の投資に依存するという関係を明らかにした点で，所得分配の分析に理論的
基盤を与えたと高く評価できる。㈹
　しかしながら，Speme〔47〕やArrow〔4〕によれば，教育それ自体は生産
能力を高めるものではなく，異なる属性をもつ個人を雇用者が選別する際のフ
ィルターとして機能するとされる。卒業証書にもとづき高生産性のレッテルを
貼られた労働者は雇用者にとってより価値があり，高い収入を得ることになろ
う。それゆえ，教育は所得分配を不平等にする可能性もある。さらに，人的資
本理論によると，同種の特性を有する個人は，教育期間・訓練期聞が同一なら
ば等しい所得を受げるはずであるが，現実には，この場合でも所得の格差は存
在しうる。教育や訓練以外の諸要困，たとえば能力，家庭環境，労働市場の需
要側すなわち企業組織の特性などが所得分配に重大な影響を及ぼしていること
が推測しうる。
　また，Mincer〔33，34，35〕の米国にかんする実証研究によれば，学校教育
それ自体は対数化した稼得所得のせいぜい7％を説明するにすぎない。ただし，
卒業後の訓練投資を含めると，回帰分析の説明力は約33％とかなり高まること
が示されているが，説明変数として年齢，経験年数が便用されており，これら
が職業上の訓練投資の効果だけを適切に表わす変数かどうかについて疑間が残
る。さらに，米国以外の先進諸国でも，概して教育水準の収入に対する影響ぱ
余り大きくなく，教育年数が所得格差の説明要因として果たす役割ぱ小さいと
されている。ωこのようにみると，学校教育や職業上の訓練など人的投資の大
きさのみが稼得所得を決定するものとは言えず，それはあくまで，個人閻所得
分配を説明する要因のひとつと考えるべきであろう。
㈹　稼得関数の導出については，Beckerのほか
　も参照畠
⑰　たとえば，橘木〔49〕を参照。
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lV　個人間所得分配の決定要因〔2〕
　所得の個人間分配を説明する理論として，前節において，確率的な要因およ
び教育・職業上の訓練を重視する見解を検討したが，本節では続いて，制度化
された要因ならびに多元要素をもって個人間分配の決定を説明しようとする理
論を取り上げる。
　1．制度的理論
　前述した人的資本理論は，完全競争的な労働市場を仮定し，その供給側に重
点を置いた分析であった。㈱この理論に対し，労働市場の不完全性や需要側の
要因を所得分配の決定因として強調する考え方が存在する。すなわち，労働組
合，雇用主側の協調，雇用慣行，賃金体系化，企業組織の内部構造，差別など，
個人の選択を越え，慣習的に制度化された要因が個人間所得分配を説明するう
えで重要とみる種々の見解があり，これらを一括して制度的理論（institutiOna1
theory）と呼ぶことにする。｛1曳
　現実の労働市場においては通常，企業労働老の賃金は労便間の団体交渉にも
とづいて決定される。その際，当事者の駆引き，労働市場の需給関係，政治・
法律的要因，世論の支持などが労使双方の交渉力の強さ，ひいては賃金水準の
決定に影響を及ぼすであろう。とくに労働者の組合組織化は労働側の交渉力を
強化するため，組合の存在しない場合と比べて，より高い賃金水準を実現すると
一般に考えられている。たとえば，Lewis〔27〕は，米副こおける80劣以上の
組合組織率を有する産業の平均賃金と他の全産業のそれとを1920年から58年に
渡り比較して，組合化の相対的平均賃金に対する効果を計測した。時代により
効果はかたり異なるが，1950年代については，高い組合組織率をもつ産業の平
Φ尋　　Sahota　〔44〕，p，16一
⑲　Cain〔14〕は，労働市場の不完全性を前提とする誇見解を。「区分化された労働市
　場論」（segmented　labor　markettheory）の名称のもとで展望している。
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均賃金は，相対的に10～15％ほど高かったと推定Lている。しかし，このよう
な賃金格差は組合組織化の効果だけで説明しうるとは言えない。Weiss〔52〕
によれば，高度集中型産業において賃金が高水準に決まる傾向にあることは，
労働者の個人的特性の差異によって説明される。つまり，これらの産業には質
の高い労働力が存在することによるとみる。ところで，労働組合化は，一産業
内の賃金格差を縮小させるが，産業間の平均賃金の格差を拡げる作用もあると
され，それが全体の所得分配にどんな効果を及ぽすかは明確に結論しえない。
　労働艦合のほか実際に，企業側の労働需要の局面には多くの制度的・不完全
競争的な要因が存在しており，賃金水準が労働の需給を正確に反映した形で決
まるとは考えにくい。終身雇用を背景とした「年功序列型賃金制」のもとでは，
年齢や勤続年数が賃金所得の主要な決定因となる。また，企業内部は職務の特
性にしたがい階層的な組織構造を示しており，これに対応Lて位階的な賃金体
系が決まつている。Lyda11は，企業管理者の所得がかかる階層的組織に固
右な形で決定される点に注目し，その所得分布はパレート分布型になることを
示している。厘oすなわち，各階梯の管理老はそれぞれ1階梯下の同数〃の人びと
を直接的に監督するものと仮定する。また，管理者の所得は直接監督する人び
との総所得の一定比率カであるとする。その場合，ある階梯以上に属する管理
者の割合凡は，その階梯の所得ηと対数線型の関係，
　　　109ル呈定数一109獅1og篶
　　　　　　　　　　10g〃
になる。これより，所得の上位層がパレート分布に近似することが主張され
る。
　さて，以上で，企業組織の内部は職務の階梯に伴う階層的構造に特徴づけら
れる点に言及したが，ほとんどすべての職務においてば仕事上特有の知識，判
断力，技能，熟練を必要とするため，職場での訓練が重要となる。この状況で
的Lyda11〔28〕，chapteτ4および〔29〕，P・28・
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は，企業内にr内都労働市場」（intemal　labor　market）が形成される。たと
えばDoeringer＆Piore〔18〕の「二重労働市場仮説」によれば，全体の労働市
場は，競争的な外部（2次）労働市場と，大規模で労働組合の発達した企業の
内部に形成される内部労働市場とに区分される。この内都労働市場は職務の階
梯にしたがって位階的に細分化されており，市場への参入はごく少数の入口に
限られ，大多数の職務は内部労働者の昇進ないLは配置転換によって充足され
ている。職場訓練が不可欠な企業では，概して中途採用は適当な雇用方法でな
いから，低賃金・未熟練労働の流入を求めないのであ乱
　したがって，各企業内に形成される内部労働市場は相互の，また外部労働市
場との直接的な競争にさらされることなく，労働者の雇用は半永続的，安定的
なものになる。加えて，職場訓練を経た被雇用者は企業にとって固有の人的資
源とたる。外部労働市場に比較して，そこでは一般に，賃金率は高くなろう。
また，企業内労働市場においては，その組織固有の条件で賃金体系が決定され
る余地が大きいため，他の内部労働市場との間にも賃金格差が生じることにた
る。さらに，就職後に職業上の経験・訓練を重ね，企業組織に特有の技能を修
得するにつれ，階梯を順次のぼり，これに対し賃金の水準は上昇する。高位の
階梯にいる管理者は高所得を受けるのに対し，下位の階梯に位置する労働者に
は低い賃金が支払われる。企業の組織階層における地位が個人の所得を決定す
る重要な要素となるのである。また，内部労働市場は非競争的で自己閉鎮性が
強いため，慣行・慣習の要素が賃金決定および賃金格差の規定要因として作用
する。このように，企業内部の組織上の特徴は，個人閻の所得分配を説明する
重要な要因であることがわかる。
　この内部労働市場の存在を暗黙に前提して，Thurow〔51〕のr仕事競争理
論」は，労働市場や所得分配メカニズムの特質を明らかにする。す在わち，労働
着は労働市場で賃金率にかんして競争するのではなく，よりよい職務での雇用
機会を求めて互いに競争している。供給される仕事に対する労働者の行列で有
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利た位置にたつため，高い学歴を得ようと努めるのである。他方，企業は求職
者の行列のなかから，適切な労働者を選抜す私雇用主は求職老の真の適性・
能力にかんする完全な情報を持ち合わせないため，教育，年齢，性別，家庭環
境など容易に観察しうる個人的特質を基準に，雇用後において特定の仕事を遂
行させるために必要な訓練費用が最小になるような労働者から採用を始める。
したがって，潜在的に同一の能力をもつ人でも，雇用主がどんた特質を採用基
準として重ぎを置くかにより選別先が異なることになろうし，その能力を十分
に発揮できる雇用機会に就けなかったりする。その結果，たとえ学歴が同じで
も，あるいは潜在的な生産能力が等しくても，各個人の受け取る所得は相違す
ることになりうる。企業の内部労働市場の存在や雇用の選脇方法は，人びとの
所得格差を説明する重大な要因と言える。刎
　2　多兀要素理論
　これまでに概観した理論はいずれも，ラソダム効果，学校教育と職業上の訓
練，あるいは労働市場や企業内で制度化された要因の作用など，ある特定の説
明変数でもって個人閻所得分配を明らかにしようとする試みであった。実際に
は，多数のさまざまな要因が所得分配の決定に関連しているものと思われ，そ
の意味でばどれも一面的・部分的な分配理論と解釈される。
　しかしながら，所得に影響を与えていると考えられる数多くの要因の中から，
いくっかを同時に説明変数として選び出し，それぞれの要因が所得分配の決定
要素とLてどの程度重要であるかを実証的に解明しようとする研究も多数存在
する。この種の初期の業績には，たとえばAdams〔1〕やHi11〔22〕が挙げ
られるが，とくに最近米国を中心に，計量経済学的手法の発展と個人べ一スに
よるテータの利用可能性を背景として，Gn11ches，Taubman，Bowles等が
所得分配の分析に多大な貢献を果たしている。かかる研究においては，教育，
㈱　企業内の所得分配理論については，とくに青木〔2〕および〔3〕の第4章を参照。
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各種の能力（遺伝的な生得能力，認知能力，および人格，積極性，創造性，忍
耐力，意思決定力，責任感などの心理的能力），家庭環境（親の教育程度，収
入，職業，資産保有額等），年齢，経験，性，人種，職業，企業，産業・地域・
健臨失業，運などの諾要因によって，個人の稼得所得を説明しようとする試
みがたされている。このように，一般的・包括的な分析上の特徴を有する所得
分配理論を総称して，多元要素理論（multi・factor　theOry）と言うことにす
る。働
　上記の種々の要困が個人の稼得所得に対しいかなる関連性をもって影響を及
ぽすと考えられるかは，第4図より把握できる。一般に「教育」は特定の職業
に就くための前提条件であるから，それは稼得所得と関連す㍍特に人的資本
アプローチでは，教育年数と所得との聞の結びつきを強調し，能力や家庭環境
の不平等は個人の教育投資量の差異を通じて所得分配に影響を与えるとみな九
だが，ひとえに能カと呼んでも，人間の能力は遺伝的なr生得能力」のみなら
ず，IQなど観測可能なr認知能力」や，様々なr心理的能力」からな乱し
たがって，能カは学校教育に関係するだけではなく，直接に就業機会ひいては
所得の形成とかかわろう。また，r家庭環境」は間接的には当人の能力および
教育への効果を通じ，直接的には杜会的接触（コネ）・家庭的評価を通じて職業
　　　　　　　　　　　　第4図　稼得所得の決定要因
　　　　　　心理的能力
遣伝輿子（生得能力）　認知能力（IQ）　　　　　　　　　　　　　　　　　連
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働布場
家庭環境　　　　　　　教育
　　　　　　　　　　　　　　　職業　　　企業組織　　　稼得所得
資料出所：青木〔3〕の第3・6図，Atk㎞son〔5〕のFig－5・竃。Lyd乱11〔29〕のF三g」・1を参剃こLて
　　　作成
陶　この名称はLyda1l〔29〕PP・25－30にもとづ㍍
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の選択に影響を及ぼすため，所得不平等の説明要因に挙げられ孔
　教育，能力，家庭環境の3つの主要因は，実は，個人の労働供給面からLた
潜在的稼得能力に関連するものであり，現実にどんな職業に就き，潜在的稼得
能力をいかに所得の形で顕在化するかは，労働の需要側の諸要因にも依存する。
すなわち，r労働市場」ないしは企業によって提供される仕事の機会に対Lて
形成される求職老の行列のなかから，企業が被雇用者を選抜す㍍就業後は，
職場での経験，年齢，管理階層上の地位たど，r企業組織」上の諸要因が個人
の所得水準を大きく左右す乱この他教育，就職，昇進の機会には偶然性が常
にっきまとうから，「運」あるいはr不運」も稼得所得の説明要因として無視
できないであろう。
　以上の各要因がどれだけ所得分配の不平等を説明しうると推定されているか
について，主要な実証研究の結果をいくつか示しておく。人的資本理論の項で
既に指摘したように，「教育」の所得分配に及ぼす影響力は余り犬きくない。
加えて日本では，性による差別，経験年数，年齢，および企業の規模が勤労所
得の不平等を説明する主要な要因であり，教育の相対的重要度は低いという結
果がみられる。㈱つぎに，個人の「能力」は教育を通じて間接的にも所得分配
に影響を与えるがGr111ches＆Mason〔20〕，Bowles＆Gmt1s〔12〕，Gr1I1－
ches〔19〕等によれば，各種能力のうち，認知能力たいしは知能指数（IQ）が
稼得所得の格差を直接的に説明する力は小さい。Lydan〔29〕は心理的能力を
個人の教育および所得の説明要困として重視する。凶さらに，Bow1es〔11〕，
Bowles＆Nelson〔13〕，Taubman〔50〕等の研究からすると，「家庭環境」
は直接的に個人の所得を規定するほか，問接的に本人の能力，教育水準に影響
力をもつことを通じ，稼得所得の重要な決定要因となりうると主張されている。
鶴　Ta出ibanaki〔48〕，および青木〔3〕のP．164－165・
㈱　Lyda11の表現では，能力のうち「D一因子」，つまりdrive，dyIla血ism，dogged－
　neSS，deteτminatiOnが所得分配を決定するうえで極めて重要とされている。
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Jencks〔23〕は，教育，認知能力，家庭環境，職業的地位が所得格差を説明で
きる割合は小さく，これらの要因とは関連がない能力とr運」が重要な役割を
果たすとみる。
　多元要素理論は究極的許こば，一面的・部分的な幾多の分配理論を統合し，よ
り完全な分配理論を構成せんとするものと考えられるが，現蒔点では，主に個
人の所得に関係する観測可能な諸要因を取り上げ，所得不平等の説明変数とし
ての相対的重度性を計量的に推定するという方法がとられてい孔それゆえ・
個人間所得分配を規定する要因間の関係，あるいは稼得関数を経済理論的に意
義づける段階には達していない。また，多元要素を含む大半の回帰モデルのR2
は，米国についてはO．4以下にすぎず，説明変数の分散が稼得所得の分散を説
明する割合は高くない。これは多元要素の計量分析においては・労働市場の制
度化された要因や企業組織の特性にかんする要因が説明変数に・含まれていない
ことに一因があるとされる。闘
V　分配の公正化一結びに代えて
　これまでに，個人間所得分配の不平等な現状とその決定要因・メカニズムに
ついて検討を重ねてきたが，おわりに，以上の考察を念頭に置きながら分配の
公正化を推し進めるための方策に論及し，結びに代えることにしたい。
　0ECD加盟諸国の個人聞所得分配にかんする，M・Sawyer〔45〕の国際比
較研究によると，十分位所得階層別シェアrジニ係数，対数分散，タイル係
数，アトキンソソ係数などの計測値からして，目本におげる課税前および課税
後所得の不平等度はオーストラリアと並んで小さい。データ上の制約のほか杜
会・経済的背景の相違などがあるため，所得分配の状態を国際的に順位づける
ことは必ずしも適切でないが，従来からの研究結果とも合わせ考え，わが国は
鯛　青木〔3〕，pp．16ポ167一
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他の先進諸副こ比べ所得分配がより平等な状態にあると解釈できそうである。
そうとはいえ，既に分析したように，個人間所得分配のパターソは正の歪みを
もつ上位裾野の長い分布を示しており，分配の現状が公平であるとか，公正で
あると判断するにはほど遠いと思われる。また，所得不平等度の値も最近では
低下せず，所得格差の解消傾向の停滞ないしは格差拡大が懸念すらされる状況
にある（溝口他〔38〕や第2表を参照）。したがって，r公正な分配」の実現を
めざす所得分配政策を，わが国の経済政策の一翼を担う不可欠な領域として積
極的に位置づけるべきであろう。われわれの杜会に存在する貧富の差をできる
だけ小さくし，所得を人びとの間に公正の観念に合致するよう分配することは，
国民の福祉追求の基本要件と考えられる。
　前節童での議論から，所得分配の公正化を積極的に推し進めるには，租税制
第2表　ジニ係数（全世帯）　　度や杜会保障制度など，既存の財政措置による所
昭和38隼
　　39
　　40
　　41
　　42
　　43
　　44
　　45
　　46
　　47
　　48
　49
　50
　　51
　　52
　　53
O．2969
0．2872
0．2988
0．2916
0．2864
0．2712
0．2652
0．2664
0．2756
0．2708
0．2736
0．2806
0．2736
0．2772
0．2756
0．2641
資料囲所：縫理府統諭局『貯蓄動向
調査籔告』（各年），宰閻収入五分位
階層別データより作成（嶋村〔46〕，
P．372）
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得再分配機能に頼るだけではなく，所得が形成さ
れる遇程とか，所得形成の源泉である各種の資産
保有に関連した政策を実施することが望重れるも
のと推察できよう。
　はじめに，所得形成の前提条件となる資産スト
ックの保有状況には個人間で相当な差異カミあるた
め，これが大きな所得格差をひきおこす原因とな
る。さまざまな金融資産や不動産などの物的資産
だけではなく，労働能力という人的資産について
も，その質と量の両面において，人びとの問でか
なりの不平等な分配がみられる。このことは，所
得形成の機会が決して各人で均等でないことを意
味しよ㌔分配の公正のためには，物的・人的資
産の不平等な分配に基因する所得格差の是正が強
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く望まれる。まず，この点に関しては，相続税，贈与税，そして固定資産税た
ど租税制度が所得・資産の再分配を通じ分配の公正化に役立つことが知られて
いる。わが国でもたとえば，相続や遺贈によって財産を取得した者に対し，そ
の相続額に応じr相続税」が課税され，また，財産の生前贈与による相続税回
避を防ぐため，贈与にもとづく財産の移動に対してr贈与税」が課されている
わけである。資産ストヅクの再分配，財産継承の平等化という効果をもつ以上
の諾税制を，分配の公正の観点から十分に活用することが所得分配政策の今後
の課題の1つと言える。さらにつきつめれば，土地など個人の資産保有に制限
を加え，私有財産制への介入を通じ資産保有の平響化を計る措置もあるが，そ
の採用には多くの異論があると思われる。
　資産保有の格差はまた，家庭環境の差をもたらすため，個人の教育水準を左
右する要因となる。そLて教育水準の違いが所得格養の一因となりうるのであ
る。人的資産の質の不均等を是正するとともに，学歴による所得の格差を解消
するためには，r教育の機会均等」が必要であり，自らに適した教育を受けら
れるようにすることが犬切であろう。教育は人的資本理論の立場からすれば，
所得の稼得力を向上させるから，機会均等化にとも恋う教育水準の高度化は，
所得分配を平等化すると同時に，個人の所得水準を高める役割を果たす。これ
に関連して，r就業および昇進の機会均等」も必要な条件と考えられ飢就職
機会の門戸開放，能力と努力に報いる昇進ひいては所得の形成を実現すること
は，公正観念に矛盾するものではないし，杜会の進展にとっても好ましい。
　次に，現代では個人の受け取る所得形態は多様化しているが，多くの家計は
隈られた種類の経済資源を所有するだけである。たとえば，ほとんどの勤労者
は，主として自らの労働力を提供することの対価として，賃金・給料の形で所
得を受けるにすぎ恋いであろう。したがって，特定の労働要素の価籍がいかな
る水準に形成されるかは，各家計にとってきわめて重要赦問題であり，人びと
の所得分配を大きく左右するものと言える。同時に，労働をはじめ家計の所有
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する経済資源がつねに雇用されるという保証もない。失業や遊休を強いられる
経済資源の所有者は，収入の途を閉ざされ経済的に困窮し，その結果として所
得分配の不平等が増大しよう。
　既に，以上のような所得形成の遇程においては，数多くの要因が所得格差の
原因となることを明らかにしたが，実際にこれらの要因を分配の観点から政策
的に操作することはむずかしいし，目本の場合，それが分配政策の一環とLて
位置づげられている状況にはない。しかし，ある種の産業政策，雇用政策，物
価政策などは，分配の公正化にプラスの効果をもつと思われる。技能，能力，
資格，経験の欠如する人びとに対する教育・職業訓練，職業紹介，労働移動費
の補助，制限的な雇用慣行や硬直的な賃金体系の改善，独占禁止政策により競
争制隈的な市場構造・市場行動を規制，排除すること等々は，産業間・職種間・
企業間・地域間の労働移動を促進する。したがって，労働の需給調整が円滑に
進行し，効率的な労働配分が実現するとともに，各集団問の賃金格差の縮小に
寄与するはずである。それと同時に，所得偏在の大きな原因となる市場支配力
が抑制，除去されることからしても，分配面の平等化が期待できよう。
　さらに，完全雇用の実現をめざす総需要管理政策やミクロ的雇用政策を適切
に運用することは，経済的な困窮者をなくし所得の安定・向上を可能にするか
ら，所得分配の公正化に大きく寄与する。雇用の確保は，貧困の度合を小さく
して分配の公正に役立つのみならず，杜会の成員に生活の保証を与える最善の
方法と考えられる。また，インフレーションは通常，個々の賃金や価格をそれ
ぞれ異なる比率で上昇させるので，相対価格の変化をひきおこす。その遇程で，
強力な労働組合なり市場支配力なり，たんらかの形でバワーを持つグループの
人びとはインフレによる利益を得るし，反対に弱著は不利な影響を受ける。し
たがって，有効な「物価対策」も分配の公正化にとってプラスの効果を発揮す
ることは確かであろう。分配の公正化に対し十分な政策的配慮を払いつつ，こ
れらの政策を実施することが期待される。
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　　最後に，現在の財政措置のなかで，最も大きな所得再分配効果を発揮してい
ると思われる所得税や杜会保障麦出について，さらに入念な分配公正化への配
慮を望むことは言うまでもたいであろう。
　　参考文献
〔1〕　Adams，F．G．，“The　Size　of　Individua1Incomes：Socio－Economic　Variables
　　　and　Chance　Variation，”亙ω加〃oヅEco物o刎北∫α〃　8切眺κ05，40，November
　　　1958，pp．390＿398．
〔2〕　青木昌彦薯『企業と市場の模型分析』岩波書店，1978年．
〔3〕　青木昌彦薯『分配理論』筑摩書房，1979年、
〔4〕　Aπow，K・J・，“Higher　Education　as　a　Fi趾er，”力〃〃α1oヅp泌肋肋o榊〃c∫，
　　　2，July1973，pp．193－216、
〔5〕　Atkinson，A・B・，丁加肋o刎〃ケc∫oグ1刎ψα〃勿，Oxford　University　Press，
　　　1975、
〔6〕　Becker，G．S一，H刎〃螂刑Cα勿’勿1，NBER，1st　ed．，1964；2nd　ed．，1975．
〔7〕　Becker，G・S・，冴秘刎α拠Cα加初1ω〃肋2P〃∫o〃”1D5∫〃泌〃〃o物oグ肋ω刎2；λ閉
　　　λ閉”妙ガc”1λ力ヵ70”cゐ，University　of　Michigan，1967．
〔8〕　Ben－Porath，Y．，“The　Pmduction　of　Human　Capita1and　the　Life　Cycle
　　　Of　Earnings，”力〃舳～oグPo〃脆α2肋o閉o刎ツ，75，August1967，pp．352＿365．
〔g〕Blaug，M．，“The　Empirical　Status　of　Human　Capital　Theory　l　A　Slightly
　　　Jaundiced　Survey，”／o〃舳1oグEω挽o〃む工伽棚肋焔，14，Septemもer1976，pp，
　　　827＿855．
〔10〕Blinder，A・S・，To肋〃∫〃亙ω刎〃cτ肋oηoグ1勉co舳莇s洲西拠〃o椛，MIT
　　　Press，1974．
〔11〕　Bowles，S・，“Schooling　and　Inequality　from　Generation　to　Generation，”
　　　ノb閉7勉α10グP0κ”むα11；むo瑚0〃呈ツ，80，June1972，pp．S219＿S251．
〔12〕　Bow1es，S－and　Gintis，H．，“IQ　in　the　U．S．Class　Structure，”　Socξ〃
　　　戸o伽ツ，3．1973，pp．65－96（青木昌彦編薯『ラディカル・エコノミソクス』中央公
　　　論杜，1973年，第6章）、
〔13〕　Bowles，S・and　Nelson，▽・，“The　Inheritance　of　IQ　and　the　Intergene－
　　　rational　Reproduction　of　Economic　Inequality，”灰ω毒伽oグ挑o㎜刎壬c3脇d
　　　Sまαガ∫わc∫，56，February　1974，pp．39＿51．
〔14〕　Cain，G．G。，“T1le　Challenge　of　Segmented　Labor　Market　Theories　to
　　　Orthodox　Theo軌”力〃刎1oグ灰o舳刎66Z伽〃肋焔，14，December1976，pp．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　451
64
〔15〕
〔16〕
〔ユ7〕
〔18〕
＝19〕
＝20〕
〔21〕
〔22〕
〔23〕
〔24〕
〔25〕
〔26〕
〔27〕
〔28〕
〔29〕
〔30〕
〔31〕
〔32〕
工2ユ5＿1257．
　　Chiswick，B．R一，“Minimum　Schooling　Legislation　and　the　Cross－sectional
Distribudo皿of　Income，”厄co例o肋｛c∫oω閉〃，79，September1969，pp－495＿507－
　　Champemowne，D－G。，“A　Mode1of　Income　Distribution，”Ecωω〃北／b〃一
〃α1，63，June　1953，pp．318－351・
　　Cha】mper皿owne，D，G一，丁肋1）j∫〃必刎〃o椛oグ1肌o刎3加肋色肋P〃so閉8，Cam－
bri■dge　University　Press，1973．
　　Doeringer，P．B．and　Piore，M．J一，1〃2閉σ1〃ろo7」Mαグ肋ま切〃ルーα勉ψo〃〃
λ勿α1災ξ∫，D－C－Heath，1971．
　　Griliches，Z一，“Estimat三ng　the　Retums　to　Schooling：Some　Econo㎜etric
Problems，”及o㎜刎召〃ω，45，January1977，pp．1－22・
　　Griliches，Z，and　Mas㎝，W．M．，“Education，Inco㎜e，and　Abi1ity，”力〃・
勉α里0グ月0”加0α1亙co閉0刎ツ，80，June1972，pp－S74＿S103．
　　Ha口och，G一，“An　Econo㎜ic　Analysis　of　Eamings　and　Schooling，”力〃伽1
0グ1王刎〃吻推R280刎πc2s，　2，Summer　1967，pp・310－329・
　　Hill，T－P．，“An　Analysis　of　the　Distribution　of　Wages　and　Salaries　in
Great　Britain，・’互ω勿o刎召〃｛ω，27，July1959，pp・355－381・
　　Jencks，C．，1刎2吻腕ツ，Bas三c　Books，1972・
　　貝塚・石山・石困「賃金所得分配の分析一人的資本アプローチー」『経済分析』
第67号，1977年4月，pp．1－48－
　　Ka！ecki，M．，“0n　the　Gibrat　Distribution，”Eω閉o刎2〃ξ伽，13，Apri11945，
pp1161＿170。
　　経済企画庁総合計画局編『所得・資産分配の実態と問題点』犬蔵省印刷局，1975
年、
　　Lewis，H．G．，σ〃o〃s刎α挽6　R21砿｛砂θ　肌925肋まゐ2σ勉〃〃S切f25，Univer・
sity　of　Chicago　Press，1963．
　　Lyda1l，H．，丁加5〃刎肋焔oグE〃施肋gs，Oxford　University　Press，1968．
　　Lyda1！，H．，“Theories　of　the　Distribution　of　Eamings，”in　A．B．Atkinson
（ed．），7加月倣∫o伽1〃．5〃必〃身舳oグ肋ω刎錫　George　A工1en＆Unwin，1976，
chaptel＝ユ．
　　Lyd乱11・H．，λTあ20ηoヅ1捌ω刎1万∫〃｛あ〃加o施，Clarendon　Press，1979・
　　Mande11〕rot，B、，“The　Pareto－L6vy　Law，and　the㎜stribution　of　Income，”
1施畑7閉ακo閉”1万‘o腕o刎｛61～2加2ω，1，May1960，PP．79－106．
　　Mi皿cer，J．，“Invest㎜ent　i皿Hu㎜a血Capital　and　Persona1工ncome　Distか
b1ユtion，”／o〃閉〃oグPo1励ω1Eω刎刎ツ，66，August1958，pp．281＿302、
452
65
〔33〕Mincer，J一，“The　Dis枕ibution　of　Labor　Incomes：A　Survey，”力〃刎1oグ
　　亙60閉0〃杉c五カθ吻’勿7彦，8，］M日rch　1970，pp．1＿26．
〔34〕　Mi口cer，工，∫む肋o1肋g，五幼〃加郷2，”〃E〃腕加g5，NBER，ユ974。
〔35〕　Mincer，J．，“PrOgress　i皿Human　Capital　Analyses　of　the　Distribution　of
　　Earnings，”in　A－B．Atki鵬on（ed．）oヵ。〃一，chapter6一
〔36〕溝口敏行r戦後肩本の所得分布と資産分布」『経済研究』第25巻，0ctober1974，
　　pp，　345＿366．
〔37〕溝口敏行「わが輿の全世聯の所得分布推計」『経済研究』第27巻，Ju－y1976，PP・
　　228＿233．
〔38〕　溝口・高山・寺崎「戦螢日本の所得分布（皿）」『経済研究』第29巻，Jamary
　　1978，pp．44＿60．
〔39〕　村上雅子「人的分配の実証分析」（根岸隆編薯『経済学理論篇』日本評論杜，1977
　　年に収録）．
〔40〕　Psacharopoulos，G．，五4鮒郷勿Eば刎ω〃o〃，Elsevier，1973・
〔41〕　Rosen，S．，“A　Theoryof　Life　Earnings，”力〃〃α1oグ201伽ω1助oπo刎ツ，84，
　　August1976，pp，S45－S67。
〔42〕　Roy，A．D．，“The　D量stエibution　of　Eamings　and　of　Individual　Output，”
　　Eco椛o刎｛c／b捌チ挽砲孔60，September1950，pp．垂89＿505。
〔43〕Rutherf0fd，R．S．G、，“Inco皿eDistfibutions：ANewMode1，”及o珊o刎2納c”，
　　23，　July　1955，pp・277－294．
〔44〕　Sahota，G．S．，“Theories　of　Personal　Income　Distribution：A　Survey・”
　ノb”γ〃”1oグ亙むo〃o刎ξ‘＝　五扮27磁秘7邊，14，March　1978，PP．1－55。
〔45〕　Sawyer，M．，・Income　Distrib趾io口in　OECD　Comtries，”0亙CD　Eω〃舳あ
　　0〃効oo左，July1976，pp．3－3＆
〔46〕嶋村紘輝「所得分配と経済政策」（長谷川他『現代の経済政策』八千代出版，1980
　　年，第9章に収録）、
〔47〕Sp㎝ce，A・M・，・Job　Market　Signa1ing，”ρ刎肋吻力鮒棚10グ肋0榊刎机
　　87，August1973，pp－355－37里。
〔48〕Tachiba㎜ki，T．，“Wage　Determi㎜tions　in　Japanese　Manufacturi㎎工n・
　　dustries－Stmctufal　Change　and　Wage　D雌eTentia－s，”1滅〃刎杉o地切1Eω閉o刎；c
　　灰超加召ω，16，0ctober1975，pp，562＿586。
二49〕橘木俊言召「収入分配と所碍分配の不平讐」『季干咀現代経済』28，Autumn1977，
　　pp．　160＿175。
二50〕　Taubman，P．，“PersonaI　Characteristics　and　the　Distribution　of］≡：amings，”
　　in　A－R　Atkinson（ed。），oヵ〃一，chapterτ
皇53
66
〔51〕　Thurow，L，G伽舳伽g肋％刎1物，Macmi11an，1975・
〔52〕　Weiss，L，“Concentratio口and肋bor　Eami皿gs，”λ舳庇”〃Eω㎜〃c肋一
　　砂わω，56，March　1966，pp．9ポ117．
（付記）本融ま文部省科学研究費補助および早大産業経営研究所の助成にもとづく所得
　　　分配研究の成果の一部である。
454
